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～中略～ 

２．対象工事 

沖縄県土木建築部が所管する土木工事標準積算基準を適用した

土木工事は、議会の議決に付すべき工事を除き、原則すべて対象と

する。ただし、供用開始により制約を受ける工事等は対象外とする

ことができる。また、工場製作のみを実施している期間、工事全体

を一時中止している期間等は含まない。なお、試行工事として発注

していない工事についても、受注者が希望し、工事着手前に週休２

日に取り組むことについて協議が整った場合は、本要領の対象とす

ることができる。 

 

～中略～ 

２-１．対象工事 

沖縄県土木建築部が所管する土木工事標準積算基準を適用した

土木工事は、議会の議決に付すべき工事を除き、原則すべて対象

とする。 

なお、週休２日試行工事として発注していない工事についても、

受注者が希望し、工事着手前に週休２日に取り組むことについて

協議が整った場合は、本要領の対象とすることができる。 

２-２．発注方式 

上記 2-1.対象工事については、全ての工事を対象に、発注者指

定方式により発注することを原則とするが、現場条件等からこれ

により難い場合は、受注者希望方式で発注することができる。 

（１）発注者指定方式 

発注者が、週休２日に取り組むことを指定する方式 

（２）受注者希望方式 

受注者が、工事着手前に、発注者に対して週休２日に取り組む

旨を協議したうえで取り組む方式 

 

・対象外の期間について、

「３．用語の定義」に転記。 

 

 

 

 

 

 

・国に合わせ発注方式を新

たに規定。 

 

該当なし 

３．用語の定義 

（１）週休２日 

対象期間において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認めら

れる状態をいう（土日でなくても可）。 

なお、やむを得ず計画した休日に作業が生じる場合は、振り替

えの休日を取得するものとする。 

（２）対象期間 

工事着手日から工事完成日までの期間をいう。なお、年末年始

 

・旧「３．試行方法」より

転記し、「３．用語の定義」

として新たに追記。 
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６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、工

事全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象

外としている内容に該当する期間、受注者の責によらず現場作業

を余儀なくされる期間等は含まない。 

（３）現場閉所 

巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場

合を除き、現場事務所における事務作業を含めて１日を通して現

場や現場事務所が閉所された状態をいう。 

（４）４週８休 

対象期間内の現場閉所日数の割合（以下、「現場閉所率」とい

う。）が、２８．５％（８日／２８日）の水準の状態をいう。な

お、降雨、降雪等による予定外の現場閉所日についても、現場閉

所日数に含めるものとする。 

 

３．試行方法 

１）入札公告 

 入札公告段階で、入札公告及び特記仕様書に週休２日試行工事

の対象であることを明記する。（記載例参照） 

２）対象期間 

 対象期間は、工事着手日から完成日までとする。ただし、年末

年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、

工事全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象

外としている内容に該当する期間、受注者の責によらず現場作業を

余儀なくされる期間等は含まない。 

３）週休２日の定義 

４．積算方法 

（１）補正係数 

週休２日の確保に取り組む工事において、対象期間中の現場の

閉所状況に応じて、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を

乗じるものとする。 

（ア）４週８休以上 

現場閉所率が２８．５％（８日／２８日）以上の場合 

・労務費 １．０５ 

・機械経費（賃料）１．０４ 

・共通仮設費率 １．０４ 

・現場管理費率 １．０６ 

 

・旧「３．試行方法」より

転記し、「４．積算方法」と

して新たに項目設定。 
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 本試行における週休２日とは、４週８休以上の休日（現場閉所）

を確保することをいう（土日でなくても可）。やむを得ず計画した休

日に作業が生じる場合は、振替えの休日を取得するものとする。 

４）確認方法 

 毎月の履行報告時に、休日取得状況報告書（参考様式添付）に

より確認する。また、施工プロセスチェック時には、日報等により

休日の確保を行った記録を確認する。 

５）工事成績評定 

 以下により、工事成績評定における創意工夫及び工程管理項目

で評価する。実施できなかった場合の減点はしない。 

・他の模範となるような受注企業の働き方改革に係る取組を実施

した場合 

①現場監督員 - ５．創意工夫 - Ⅰ．創意工夫 - ☑その他（理由：

週休２日（４週８休以上）の確保に向けた企業の取組が図られてい

る。 

※週休２日の確保自体を評価するのではなく、他の模範となるよ

うな、週休２日確保に向けた受注企業の取組（社員教育や情報共有

方法等）を実施した場合に評価。 

 

②現場監督員 - ５．創意工夫 - Ⅰ．創意工夫 - ☑その他（理由：

若手や女性技術者の登用など、担い手の確保に向けた取組が図られ

ている。） 

※創意工夫に係る評価は、上記２項目で最大２点とし、複数事項

への取組や実施状況の内容に応じて、１点、２点で評価する。 

 

・現場閉所による４週８休以上を確保した場合 

（イ）４週７休以上、４週８休未満 

現場閉所率が２５．０％（７日／２８日）以上２８．５％未満

の場 

・労務費 １．０３ 

・機械経費（賃料）１．０３ 

・共通仮設費率 １．０３ 

・現場管理費率 １．０４ 

（ウ）４週６休以上、４週７休未満 

現場閉所率が２１．４％（６日／２８日）以上２５．０％未満

の場合 

・労務費 １．０１ 

・機械経費（賃料）１．０１ 

・共通仮設費率 １．０２ 

・現場管理費率 １．０３ 

（２）補正方法 

①発注者指定方式 

特記仕様書、入札説明書等において、週休２日に取り組む旨を

明記するとともに、４週８休以上を達成した場合の補正係数を各

経費に乗じたうえで（市場単価方式における週休２日の補正につ

いては、「市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計

上に関する補正係数」の補正係数を各経費に乗じる。）予定価格

を作成するものとする。 

なお、現場閉所の達成状況を確認後、４週８休に満たないもの

は、補正分を減額変更する。 

②受注者希望方式 

特記仕様書、入札説明書等において、受注者が工事着手前に発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・補正方法を精算変更から、

当初積算において４週８休

以上を達成した場合で補正

し予定価格を作成する方法

へ変更。 
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①現場監督員 - ２．施工状況 - Ⅱ．工程管理 - ☑休日の確保を行

っている。 

☑その他（週休２日の確保） 

②主任監督員 - ２．施工状況 - Ⅱ．工程管理 - ☑工程管理に係る

積極的な取組が見 

られた。 

☑その他（週休２日の確保） 

※主任監督員の評価は、上記２項目を評価し、「Ⅱ．工程管理」は

原則 a 評価とする。ただし、他の事項で著しく低く評価する内容が

確認される場合は a 評価としないことができる。 

 

６）間接工事費の補正 

 間接工事費等の補正にあたっては、以下の現場の閉所達成状況

に応じて、以下に示す補正係数を、労務費、機械経費（賃料）、共通

仮設費率、現場管理費率に乗じて精算変更時に割増し補正を行うも

のとする。精算変更後、工事完成日まで、所定の現場閉所率を下回

らないよう留意すること。 

 なお、市場単価方式における週休２日の補正については、別紙

「市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計上に関する

補正係数」によるものとする。また、現場閉所の達成状況を確認後

４週６休に満たないもの、及び工事着手前に週休２日に取り組むこ

とについて協議が整わなかったものについては、変更の対象としな

い。 

ア）４週８休以上 

現場閉所率が２８．５％（８日／２８日）以上の場合 

①労務費１．０５、②機械経費（賃料）１．０４、③共通仮設費

注者に対して週休２日の取組について協議することを明記する

とともに、４週８休以上を達成した場合の補正係数を各経費に乗

じたうえで予定価格を作成するものとする。 

なお、現場閉所の達成状況を確認後、４週８休に満たないもの

は、その達成状況に応じて補正分を減額変更するものとする。 
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率１．０４、 

④現場管理費率１．０６ 

イ）４週７休以上４週８休未満 

現場閉所率が２５．０％（７日／２８日）以上２８．５％未満の

場合 

①労務費１．０３、②機械経費（賃料）１．０３、③共通仮設費

率１．０３、 

④現場管理費率１．０４ 

ウ）４週６休以上４週７休未満 

現場閉所率が２１．４％（６日／２８日）以上２５．０％未満の

場合 

① 労務費１．０１、②機械経費（賃料）１．０１、③共通仮

設費率１．０２ 

④現場管理費率１．０３ 

７）週休２日実施証明書 

 週休２日試行工事として、監督職員の確認を得られた工事につ

いては、週休２日実施証明書を発行する（様式１）。また、総合評価

落札方式において、週休２日試行工事の実績を評価の対象とするも

のとする。 

 

該当なし 

５．確認方法 

毎月の履行報告時に、休日取得状況報告書（参考様式添付）によ

り確認する。また、施工プロセスチェック時には、日報等により休

日の確保を行った記録を確認する。 

 

・旧「３．試行方法」より

転記し、「５．確認方法」と

して新たに項目設定。 
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該当なし 

６．対象工事である旨等の明示 

①当初発注時点において、現場閉所による週休２日の対象外とする

期間がある場合は、対象外とする作業と期間を設計図書に明示す

る。 

②工事契約後、週休２日対象期間としていた期間において、受注者

の責によらず現場作業を余儀なくされる期間が生じる場合は、受発

注者間で協議して現場閉所による週休２日の対象外とする作業と

期間を決定するとともに、変更契約時の設計図書に対象外とする作

業と期間を明示する。 

③やむを得ず現場閉所による週休２日の対象外とする期間を設定す

る場合は、必要最小限の期間とするものとする。また、現場閉所に

よる週休２日対象外期間においては、技術者及び技能労働者が交替

しながら個別に週休２日に取り組めるよう、休日確保に努めるもの

とする。 

 

・国に合わせ、設計図書へ

の明記内容を新たに追記。 

 

該当なし 

７．工事成績評定 

 以下により、工事成績評定で評価する。 

発注者指定型の場合で、４週８休以上を確保できなかった場合は、

下記（ウ）により減点を行う。なお、受注者希望型は、実施できな

かった場合の減点は行わない。 

（ア）他の模範となるような受注企業の働き方改革に係る取組を実

施した場合 

評価対象：他の模範となるような受注企業の働き方改革に係る取組

を実施した場合に評価する。 

なお、下記①については、週休２日の確保自体を評価するのではな

く、他の模範となるような、週休２日確保に向けた受注企業の取組

 

・旧「３．試行方法」より

転記し、「６．工事成績評定」

として新たに項目設定。 
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（社員教育や情報共有方法等）を実施した場合に評価。 

評価方法：創意工夫に係る評価は、下記２項目（①、②）で最大２

点とし、複数事項への取組や実施状況の内容に応じて、１点、２点

で評価する。 

①現場監督員  

- ５．創意工夫  

- Ⅰ．創意工夫 - ☑その他（理由：週休２日（４週８休以上）の確

保に向けた企業の取組が図られている。 

 

②現場監督員  

- ５．創意工夫  

- Ⅰ．創意工夫 - ☑その他（理由：若手や女性技術者の登用など、

担い手の確保に向けた取組が図られている。） 

 

（イ）現場閉所による４週８休以上を確保した場合 

評価対象：現場閉所による４週８休以上を確保した場合に評価する。 

評価方法：主任監督員の評価は、下記２項目を評価し、「Ⅱ．工程管

理」は原則 a評価とする。ただし、他の事項で著しく低く評価する

内容が確認される場合は a評価としないことができる。 

①現場監督員  

- ２．施工状況  

- Ⅱ．工程管理  

- ☑休日の確保を行っている。- ☑その他（週休２日の確保） 

 

②主任監督員  

- ２．施工状況  
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- Ⅱ．工程管理  

- ☑工程管理に係る積極的な取組が見られた。☑その他（週休２日

の確保） 

  

（ウ）発注者指定型の場合で、４週８休以上を確保できなかった場

合 

評価対象：提出された工程表が週休２日の取得を前提としていない

など、明らかに受注者側に週休２日に取り組む姿勢が見られなかっ

た場合については、必要に応じ、工事成績評定実施要領に基づく点

数を減ずる措置を行うものとする。 

発注者の責において週休２日を確保できない場合は減点は行わな

い。 

減点事例：「受注者において意図的に週休２日を実施しない場合のみ

減点。」 

評価方法：主任監督員の評価の法令遵守で下記のとおり減点を行う。 

〇主任監督員－８．法令遵守－その他「措置点数：－1」 

８．その他：【記載例】受注者において意図的に週休２日を実施しな

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

・国に合わせ発注者指定型

に減点項目を新たに規定。 

 

該当なし 

８．週休２日実施証明書 

 週休２日試行工事として、監督職員の確認を得られた工事（発注

者指定型の場合は４週８休以上の確認、受注者希望型の場合は４週

６休以上の確認）については、週休２日実施証明書を発行する（様

式１）。また、総合評価落札方式において、週休２日試行工事の実績

を評価の対象とするものとする。 

 

・旧「３．試行方法」より

転記し、「７．週休２日実施

証明書」として新たに項目

設定。 




